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(57)【要約】
【課題】合意形成の効率化を図る。
【解決手段】影響度算出部１５は、少なくとも１つのタ
スクを含み、かつ合意形成の対象である代替案の複数の
候補の各々に対する評価に影響を与えたタスクに関する
情報を取得する。また、影響度算出部１５は、複数の候
補の各々に対する評価、及び評価に影響を与えた要素に
関する情報に基づいて、評価に対するタスク毎の影響度
を算出する。修正代替案提示部１６は、要素毎の影響度
に基づいて選択した要素を、複数の候補のいずれかに追
加または削除することにより、修正された候補を作成す
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コンピュータに、
　少なくとも１つの要素を含み、かつ合意形成の対象である代替案の複数の候補の各々に
対する評価に影響を与えた要素に関する情報を取得し、
　前記複数の候補の各々に対する評価、及び前記影響を与えた要素に関する情報に基づい
て、前記評価に対する要素毎の影響度を算出し、
　前記要素毎の影響度に基づいて選択した要素を、前記複数の候補のいずれかに追加また
は削除することにより、修正された候補を作成する
　ことを含む処理を実行させる合意形成支援方法。
【請求項２】
　前記コンピュータに、前記複数の候補の各々を分解することにより、前記要素を抽出す
ることをさらに含む処理を実行させる請求項１記載の合意形成支援方法。
【請求項３】
　前記複数の候補の各々に対する評価が、複数の評価項目の各々についての評価である場
合に、前記複数の評価項目の各々についての評価に対する要素毎の影響度を算出する請求
項１または請求項２記載の合意形成支援方法。
【請求項４】
　前記複数の候補の各々に対する評価を、前記合意形成を行う複数のメンバーから取得す
る際に、前記影響を与えた要素に関する情報を共に取得する請求項１～請求項３のいずれ
か１項記載の合意形成支援方法。
【請求項５】
　前記コンピュータに、前記複数の候補の各々に対する評価、及び前記影響を与えた要素
に関する情報を取得するためのアンケートを、同一画面に表示するように表示装置を制御
することをさらに含む処理を実行させる請求項１～請求項４のいずれか１項記載の合意形
成支援方法。
【請求項６】
　前記複数の候補のいずれかに対する評価が所定の評価となるように変化させるための修
正ベクトルを求め、前記複数の候補のいずれかと前記修正された候補とで表されるベクト
ルと、前記修正ベクトルとの類似度が所定値以上となるように、前記複数の候補のいずれ
かに追加または削除する要素を選択する請求項１～請求項５のいずれか１項記載の合意形
成支援方法。
【請求項７】
　少なくとも１つの要素を含み、かつ合意形成の対象である代替案の複数の候補の各々に
対する評価に影響を与えた要素に関する情報を取得する取得部と、
　前記複数の候補の各々に対する評価、及び前記影響を与えた要素に関する情報に基づい
て、前記評価に対する要素毎の影響度を算出する算出部と、
　前記要素毎の影響度に基づいて選択した要素を、前記複数の候補のいずれかに追加また
は削除することにより、修正された候補を作成する作成部と、
　を含む合意形成支援装置。
【請求項８】
　コンピュータに、
　少なくとも１つの要素を含み、かつ合意形成の対象である代替案の複数の候補の各々に
対する評価に影響を与えた要素に関する情報を取得し、
　前記複数の候補の各々に対する評価、及び前記影響を与えた要素に関する情報に基づい
て、前記評価に対する要素毎の影響度を算出し、
　前記要素毎の影響度に基づいて選択した要素を、前記複数の候補のいずれかに追加また
は削除することにより、修正された候補を作成する
　ことを含む処理を実行させるための合意形成支援プログラム。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、合意形成支援方法、合意形成支援装置、及び合意形成支援プログラムに関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば、ある組織における業務遂行のための共通プロセスを、その組織を構成す
る各メンバーの合意の下で策定することが行われている。メンバー間で業務に関する価値
観に相違がある場合、合意形成が完了するまでに多くの工数がかかる場合がある。
【０００３】
　そこで、合意形成を支援する手法として、階層的分析法（Analytic Hierarchy Process
：ＡＨＰ）及びＡＨＰを応用した手法が提案されている。ＡＨＰは、アンケート調査によ
り、メンバー間で合意形成したい問題に対する価値観を数理的に分析することで、価値観
の相違及び各代替案の重要度を数値化する。ＡＨＰでは、例えば一番重要度の高い代替案
を、メンバー間で最も合意がとれた代替案とする。
【０００４】
　また、ＡＨＰでは、代替案は事前に漏れなく作成されていることを前提に、各代替案の
重要度を数値化している。しかし、実際の共通プロセス作成の場面では、代替案を修正し
ながら合意形成を図る場合が多い。そこで、複数人で代替案を修正しながら、ＡＨＰを使
って合意形成する手法が提案されている。この手法では、合意形成中に、メンバーの満足
度をより高くする修正代替案を創造していくことで、最も満足度の高い代替案を探究する
手法である。また、この手法では、最重要代替案が異なる複数グループ各々の不満が減る
ように、修正前後の代替案に対する各評価項目の評価値の変化度合いを示す指標として、
代替案修正ベクトルを用いている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】Saaty, Thomas L., "How to make a decision: the analytic hierarch
y process", European journal of operational research 48.1 (1990), p.9-26.
【非特許文献２】山田善靖、杉山学、八巻直一、“合意形成モデルを用いたグループＡＨ
Ｐ”、Journal of the Operations Research Society of Japan 40.2 (1997)、p. 236-24
4.
【非特許文献３】高野伸栄、鈴木聡士、“代替案修正ベクトル法による合意形成支援シス
テムに関する研究”、土木学会論文集 716 (2002)、p.11-20.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、代替案修正ベクトルを用いる手法では、実際に評価値を変化させられる
具体的な修正方法を提示しているわけではない。そのため、代替案の修正は、複数人で協
議しながら手探りで進める必要があり、この試行錯誤に多くの工数が必要になる。
【０００７】
　開示の技術は、一つの側面として、合意形成の効率化を図ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　一つの態様では、少なくとも１つの要素を含み、かつ合意形成の対象である代替案の複
数の候補の各々に対する評価に影響を与えた要素に関する情報を取得する。そして、前記
影響を与えた要素に関する情報に基づいて、前記評価に対する要素毎の影響度を算出する
。さらに、前記要素毎の影響度に基づいて選択した要素を、前記複数の候補のいずれかに
追加または削除することにより、修正された候補を作成する。
【発明の効果】
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【０００９】
　一つの側面として、合意形成の効率化を図ることができる、という効果を有する。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本実施形態に係る合意形成支援装置の概略構成を示す機能ブロック図である。
【図２】タスクのツリー構造で表したプロセスの一例を示す図である。
【図３】プロセスインスタンスのデータ構造の一例を示す図である。
【図４】プロセスの取得を説明するための図である。
【図５】タスクの抽出を説明するための図である。
【図６】タスクの整理を説明するための図である。
【図７】アンケート画面の一例を示す図である。
【図８】重要度の情報の一例を示す図である。
【図９】各プロセスに対する評価値の算出を説明するための図である。
【図１０】各プロセスに対する評価値の算出を説明するための図である。
【図１１】影響度の算出を説明するための図である。
【図１２】影響度の算出を説明するための図である。
【図１３】影響度の算出を説明するための図である。
【図１４】影響度の算出を説明するための図である。
【図１５】評価影響度の算出を説明するための図である。
【図１６】代替案修正ベクトルの一例を示す図である。
【図１７】修正対象案の選択を説明するための図である。
【図１８】修正代替案の一例を示す図である。
【図１９】本実施形態に係る合意形成支援装置として機能するコンピュータの概略構成を
示すブロック図である。
【図２０】本実施形態における合意形成支援処理の一例を示すフローチャートである。
【図２１】本実施形態の効果を説明するための図である。
【図２２】修正代替案の他の例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、図面を参照して開示の技術に係る実施形態の一例を詳細に説明する。本実施形態
では、複数のメンバー間で共通の業務プロセスを策定する際に、メンバー間の合意形成を
支援するための代替案の候補を提示する合意形成支援装置に、開示の技術を適用した場合
について説明する。
【００１２】
　図１に示すように、本実施形態に係る合意形成支援装置１０は、プロセス取得部１１と
、タスク抽出部１２と、アンケート実施部１３と、評価値算出部１４と、影響度算出部１
５と、修正代替案提示部１６とを含む。
【００１３】
　プロセス取得部１１は、これから共通化したい業務のプロセスを示すプロセスインスタ
ンスを、プロセスインスタンスデータベース（ＤＢ）２１から取得する。プロセスインス
タンスは、少なくとも１つのタスクを含む。また、例えば図２に示すように、各タスクは
１つの親タスクを持ち、プロセスインスタンスはタスクのツリー構造として表すことがで
きる。各タスクは、タスク名やどのタスクを親タスクとするかなどを予め定めたタスク雛
形に基づいて生成される。
【００１４】
　プロセスインスタンスは、動的ワークフローシステムを使って実際に業務を遂行した際
のログから取得することができる。本実施形態では、特許出願業務に関するプロセスを処
理対象とする場合について説明する。図３に、プロセスインスタンスのデータ構造の一例
を示す。図３の例では、プロセスインスタンスは、各プロセスインスタンスを識別するプ
ロセスインスタンスＩＤ、各プロセスインスタンスに含まれるタスクを識別するタスクＩ
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Ｄ、各タスクの雛形ＩＤ、及びタスク名の情報を含む。また、プロセスインスタンスは、
各タスクで使用された伝票（資料、帳票等を含む）を識別する伝票ＩＤ、伝票ＩＤで識別
される伝票に対して行われた処理（作成、参照、更新、及び削除）を示す伝票参照型、及
び親タスクのタスクＩＤを示す親タスクＩＤの情報を含む。
【００１５】
　プロセス取得部１１は、図４に示すように、取得した複数のプロセスインスタンスを、
タスクのツリー構造が同型であるプロセスインスタンス毎にグループ分けし、各グループ
から１つずつプロセスを取得する。
【００１６】
　タスク抽出部１２は、図５に示すように、プロセス取得部１１により取得された複数の
プロセスの各々をタスク毎に分解し、重複するタスクを削除して、複数のプロセスに含ま
れるタスクを抽出する。
【００１７】
　また、タスク抽出部１２は、図６に示すテーブル６０のように、各プロセスに含まれる
タスクを整理し、さらに、図６に示すテーブル６１のように、各プロセス間で相違するタ
スクを整理する。テーブル６０では、親タスクの下に１文字分字下げして子タスクを表記
している。また、テーブル６１において、各セルには、そのセルの行に対応するプロセス
に対して、どのタスクを追加または削除すれば、そのセルの列に対応するプロセスに変換
されるかを示している。例えば、テーブル６１において太枠で囲ったセルは、プロセス１
からプロセス２に変換するには、プロセス１にタスクＴ４（特許出願－骨子作成）を追加
すればよいことを表している。
【００１８】
　アンケート実施部１３は、プロセス取得部１１で取得されたプロセスを、合意形成の対
象である代替案の候補とし、複数の候補の各々に対する評価を取得するためのアンケート
を実施する。また、アンケート実施部１３は、複数の候補の各々に対する評価を取得する
ためのアンケートと同時に、複数の候補の各々に対する評価に影響を与えたタスクに関す
る情報を取得するためのアンケートを実施する。
【００１９】
　具体的には、アンケート実施部１３は、各候補を評価する評価項目の情報２２を取得す
る。本実施形態では、評価項目を、「迅速性」、「確実性」、及び「教育性」とする場合
について説明する。また、アンケート実施部１３は、代替案の候補とするプロセスを選択
する。代替案の候補とするプロセスは、プロセス取得部１１で取得された全てのプロセス
であってもよいし、一部のプロセスであってもよい。プロセス取得部１１で取得されたプ
ロセスの一部を代替案の候補として選択する場合には、タスク抽出部１２で抽出されたタ
スクを網羅するようなプロセスを選択することができる。ここでは、図６のテーブル６０
に示すプロセス１～４のうち、プロセス１、プロセス３、及びプロセス４を選択する場合
について説明する。
【００２０】
　また、アンケート実施部１３は、合意形成を行うメンバーが利用可能な表示装置に、図
７に示すようなアンケート画面６２が表示されるように制御する。
【００２１】
　図７に示すアンケート画面６２は、複数の候補の各々に対する評価を取得するためのア
ンケート領域６３と、複数の候補の各々に対する評価に影響を与えたタスクに関する情報
を取得するためのアンケート領域６４とを有する。アンケート領域６３では、候補として
選択したプロセスのうちの２つのプロセス間における評価項目毎の相対評価のアンケート
結果を受け付ける。また、アンケート領域６４では、２つのプロセス間で相違するタスク
（図７中の６５参照）が一方のプロセスに存在すること、または存在しないこと（タスク
の有無）が、相対評価の決定に影響したか否かのアンケート結果を受け付ける。なお、ア
ンケート実施部１３は、２つのプロセス間で相違するタスクを、例えば図６のテーブル６
１に示すように、タスク抽出部１２により整理された情報から取得する。
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【００２２】
　図７に示すアンケート画面６２では、スライドバーの移動により回答可能な例を示して
いる。アンケートに回答するメンバーは、入力装置を用いてスライドバーを移動させるこ
とにより、アンケートに対する回答を入力する。
【００２３】
　このように、複数の候補の各々に対する評価を取得するためのアンケートと、複数の候
補の各々に対する評価に影響を与えたタスクに関する情報を取得するためのアンケートと
を同時に実施することで、メンバーへの負担を軽減することができる。なお、図７のアン
ケート画面６２は一例であり、評価の手法や回答方法に応じて適宜変更可能である。
【００２４】
　評価値算出部１４は、重要度の情報２３及びアンケート結果２４を取得し、代替案の候
補として選択されたプロセス毎の評価値を算出する。重要度の情報２３は、例えばＡＨＰ
等の従来手法により予め決定された情報であり、以下のように決定することができる。ま
ず、共通プロセスの策定に際して、どの評価項目を重要視しているかというメンバー毎の
価値観に基づいて、メンバーをグループ分けする。そして、各グループに属する各メンバ
ーの各評価項目に対する重要度を平均して、各グループの各評価項目に対する重要度とす
る。図８に、重要度の情報２３の一例を示す。図８の例では、評価項目に対する重要度の
相違から、メンバーがグループα及びグループβに分けられている。
【００２５】
　また、評価値算出部１４は、アンケート結果２４として、複数の候補の各々に対する各
メンバーの評価を取得し、メンバー毎の各評価項目についての各プロセスに対する評価値
を算出する。具体的には、評価値算出部１４は、まず、図９に示すように、例えばＡＨＰ
の手法により、グループαに属するメンバーＡ１のアンケート結果に基づいて、評価項目
「迅速性」についての各プロセス間の相対評価を表す一対比較行列６６を作成する。一対
比較行列６６は、各セル（行列の各成分）に、そのセルの行に対応したプロセスが、その
セルの列に対応したプロセスより何倍評価が高いかを示した行列である。例えば、図９の
一対比較行列６６内の太枠で囲ったセルは、「グループαのメンバーＡ１の評価項目「迅
速性」についての評価は、プロセス１がプロセス３の３倍高い」ことを示す。
【００２６】
　評価値算出部１４は、図９に示すように、例えば固有ベクトル法により、一対比較行列
６６の主固有ベクトルを算出し、これを、グループαのメンバーＡ１の評価項目「迅速性
」についての各プロセスに対する評価値６７とする。評価値算出部１４は、同様に、グル
ープαの各メンバーの評価項目「迅速性」についての各プロセスに対する評価値を算出し
て平均し、グループαの評価項目「迅速性」についての各プロセスに対する評価値とする
。また、評価値算出部１４は、他の評価項目についても同様に、各プロセスに対する評価
値を算出する。
【００２７】
　また、評価値算出部１４は、図１０に示すように、グループαの各評価項目についての
各プロセスに対する評価値６８と、重要度の情報２３から得られるグループαの各評価項
目に対する重要度６９との行列積を算出する。そして、評価値算出部１４は、行列積の各
成分を、グループαの各プロセスに対する評価値７０とする。
【００２８】
　影響度算出部１５は、タスク毎の影響度を算出する。タスク毎の影響度とは、あるタス
クをあるプロセスに対して追加または削除した場合における、各評価項目の評価値の変化
の方向及び大きさを示す指標である。タスク毎の影響度を適切に算出することができれば
、修正対象であるプロセスについての各評価項目の評価値を所望の方向及び大きさに変化
させるためには、修正対象であるプロセスに対して、どのタスクを追加または削除すれば
よいかを判断することができる。
【００２９】
　ここで、従来のＡＨＰ及び代替案修正ベクトルを用いた手法に、タスク毎の影響度を適
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用した場合を考える。評価者Ａ及びＢが代替案となる各プロセスを評価した結果、例えば
、図１１に示すように、各評価者の最重要代替案（評価値が最も高い代替案）が決定した
とする。この場合において、評価者Ａと評価者Ｂとの合意形成を図るために、評価者Ａの
最重要代替案を修正した修正代替案を作成することを考える。例えば、評価者Ａの最重要
代替案を修正対象案とし、この修正対象案を評価者Ｂも満足する方向に修正するための代
替案修正ベクトルを求める。例えば、修正対象案（評価者Ａの最重要代替案）に対する評
価者Ｂの評価値を、評価項目「迅速性」の評価値を０．３向上させ、評価項目「確実性」
の評価値を０．２減少させるような変化を示す代替案修正ベクトルを求める。
【００３０】
　次に、図１２に示すように、修正対象案に対して追加または削除した場合に、評価値の
変化が代替案修正ベクトルの示す方向及び大きさに近くなるタスクを、各タスクについて
の評価者Ｂの影響度７１に基づいて選択する。図１２の例では、各タスクについての評価
者Ｂの影響度７１を、例えば、評価者Ｂでは、あるプロセスにタスク「レビュー」を追加
すると、迅速性が＋６．０１８、確実性が－４．１７６の割合で増減することを表してい
る。従って、この各タスクについての評価者Ｂの影響度７１に基づいて、代替案修正ベク
トルに近い変化を生じるタスク「レビュー」が選択され、修正対象案にタスク「レビュー
」が追加された修正代替案が作成される。
【００３１】
　このように、修正代替案を作成するためには、タスク毎の影響度を適切に算出すること
が重要であるが、従来技術では、このタスク毎の影響度を適切に算出することは困難であ
る。例えば、複数の構成物に含まれる各構成要素が、その構成物の評価値に与える影響を
推定する際に用いられる代表的な手法として、重回帰分析がある。重回帰分析を適用する
場合は、「代替案（プロセス）の評価値」を目的変数（量的変数）、「タスクの有無」を
説明変数（質的変数）とし、説明変数の係数として影響度をモデル化することができる。
【００３２】
　しかし、重回帰分析を適用するためには、標本数（＝評価されたプロセスの個数）が説
明変数の個数（＝タスクの数）よりも大きい必要がある。例えば図１１及び図１２のよう
に修正代替案を作成する状況では、プロセス数＜＜タスク数であるため、そもそも重回帰
分析は適用できない。また、標本数を増やすためには、多くのプロセスについての評価を
行う必要があり、メンバーの負担が増加するため、現実的ではない。また、メンバー以外
の人にアンケートを実施して標本数を増やすことも考えられるが、メンバーに共通の業務
プロセスの策定を目的にしていることを考えると、適切な対応ではない。
【００３３】
　さらに、重回帰分析だけでなく、各代替案（プロセス）の評価値のみから、タスク毎の
影響度を求めることには限界がある。例えば、タスク毎の影響度を解とする代数方程式に
より、タスク毎の影響度を求める場合について考える。例えば図１３に示す２つのプロセ
スの間には、３つのタスク「骨子作成」、「公知例調査」、及び「レビュー」の有無に相
違がある。一方、評価値は２つのプロセスについてのみ得られている。このように、評価
されたプロセス数＜タスク数の場合には、代数方程式による解の推定は行えない。具体的
には、タスク「レビュー」の影響度を「ｔ１」、タスク「骨子作成」の影響度を「ｔ２」
、タスク「公知例調査」の影響度を「ｔ３」、及びタスク「資料作成」の影響度を「ｔ４
」とする。この場合、図１３のテーブル７２に示すように、各タスクの影響度は、他のタ
スクの影響度との関係性でしか表すことができない。このため、各タスクの影響度の方向
性（正負）は不定になる。従って、タスクを一つずつ追加または削除するような細やかな
変更を加えた修正代替案を検討することができない。
【００３４】
　そこで、本実施形態の影響度算出部１５は、以下に示すようにタスク毎の影響度を算出
する。まず、影響度算出部１５は、アンケート結果２４として、各メンバーの複数の候補
の各々に対する評価に影響を与えたタスクに関する情報を取得する。そして、例えば図９
に示すような、グループαに属するメンバーＡ１の評価項目「迅速性」についての各プロ
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セス間の相対評価を表す一対比較行列６６に、評価に影響を与えたタスクに関する情報を
追加し、図１４に示すような行列７３を作成する。この行列７３において太枠で囲ったセ
ル（行列の成分）は、「プロセス１はタスク「公知例調査」が無いから、プロセス４より
評価項目「迅速性」の評価が７倍高い」ことを示す。
【００３５】
　そして、影響度算出部１５は、例えば下記（１）式により、メンバーＡ１によるタスク
Ｔｋの影響度を算出する。
【００３６】
【数１】

【００３７】
　ここで、ｋはｋ＝１，２，・・・，Ｋで、Ｋはタスク抽出部１２で抽出されたタスクの
個数である。また、Ｔａｌｌは、全てのタスク、すなわちＴ１，Ｔ２，・・・，ＴＫであ
る。
【００３８】
　図１４下図に、行列７３に基づいて、（１）式により算出したメンバーＡ１による評価
項目「迅速性」についての各タスクの影響度７４を示す。影響度算出部１５は、同様に、
グループαの各メンバーの評価項目「迅速性」についての各タスクの影響度を算出して平
均し、グループαの評価項目「迅速性」についての各タスクの影響度とする。また、影響
度算出部１５は、他の評価項目についても同様に、影響度を算出する。
【００３９】
　また、影響度算出部１５は、図１５に示すように、グループαの各評価項目についての
タスク毎の影響度７５の各値に、重要度の情報２３から得られるグループαの各評価項目
に対する重要度６９のうち、対応する評価項目の重要度を乗算する。そして、影響度算出
部１５は、乗算結果を、グループαの各プロセスに対する評価影響度７６とする。
【００４０】
　修正代替案提示部１６は、例えば、図８に示すような重要度の情報２３を用いて、従来
手法により、代替案修正ベクトルを算出する。図１６に、代替案修正ベクトルの一例を示
す。また、修正代替案提示部１６は、修正対象となる代替案（プロセス）を選択する。例
えば、図１７に示すように、修正代替案提示部１６は、多数派のグループであるグループ
βの最重要代替案（プロセス１）を修正対象案として選択する。そして、修正代替案提示
部１６は、代替案修正ベクトルに従って、修正対象案をグループαのメンバーも満足する
方向に修正する。
【００４１】
　具体的には、修正代替案提示部１６は、アンケートによる評価を行っていないプロセス
を修正代替案として仮定する。そして、修正代替案提示部１６は、仮定した修正代替案と
修正対象案とのタスクの相違、及びタスク毎の評価影響度に基づいて、仮定した修正代替
案の評価値と修正対象案の評価値との方向性の違いを推定する。例えば、図６のテーブル
６０に示すように、プロセス取得部１１により取得されたプロセスのうち、アンケートを
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実施していないプロセス２を修正代替案として仮定する。プロセス２とプロセス１とのタ
スクの相違は、プロセス２に「骨子作成が「有ること」である。プロセス１からプロセス
２へ修正した場合の評価値の変化の方向及び大きさは、タスク「骨子作成」が「有ること
」の評価影響度（図１５の７６参照）を用いて、下記のように求めることができる。
【００４２】
　　　迅速性：（＋１×－１．０２５）＝－１．０２５
　　　確実性：（＋１×４．１６４）　＝＋４．１６４
　　　教育性：（＋１×０．４５５）　＝＋０．４５５
【００４３】
　上記において「＋１」は、タスク「骨子作成」が「有ること」を表しており、「骨子作
成」が「無いこと」を基準にする場合は、「－１」を用いる。上記のように求めた、仮定
した修正代替案と修正対象案との評価値の変化の方向及び大きさが、代替案修正ベクトル
と一致する場合には、図１８に示すように、修正代替案提示部１６は、仮定した修正代替
案を、メンバーに提示する修正代替案として選択する。これは、修正代替案として、修正
対象案に、タスク毎の評価影響度に基づいて選択したタスク「骨子作成」を追加して修正
代替案を作成したことと同じである。なお、代替案修正ベクトルと一致するか否かは、代
替案修正ベクトルと、仮定した修正代替案と修正対象案との評価値の変化の方向及び大き
さを表すベクトルとのコサイン類似度が所定値以上か否かにより判定することができる。
【００４４】
　修正代替案提示部１６は、選択した修正代替案を、合意形成を行うメンバーが利用可能
な表示装置に表示する。
【００４５】
　合意形成支援装置１０は、例えば図１９に示すコンピュータ４０で実現することができ
る。コンピュータ４０はＣＰＵ４２、メモリ４４、不揮発性の記憶部４６、入出力インタ
ーフェース（Ｉ／Ｆ）４７、及びネットワークＩ／Ｆ４８を備えている。ＣＰＵ４２、メ
モリ４４、記憶部４６、入出力Ｉ／Ｆ４７、及びネットワークＩ／Ｆ４８は、バス４９を
介して互いに接続されている。
【００４６】
　また、コンピュータ４０は、入出力Ｉ／Ｆ４７を介して表示装置９１及び入力装置９２
と接続されている。表示装置９１には、図７に示すようなアンケート画面６２が表示され
、アンケートに対する回答は、メンバーが入力装置９２を操作して入力する。なお、アン
ケート画面６２の表示、及びアンケートに対する回答の入力は、ネットワークＩ／Ｆ４７
を介してネットワークで接続されたパーソナルコンピュータ等で行ってもよい。
【００４７】
　記憶部４６はＨＤＤ（Hard Disk Drive）やフラッシュメモリ等によって実現できる。
記憶媒体としての記憶部４６には、コンピュータ４０を合意形成支援装置１０として機能
させるための合意形成支援プログラム５０が記憶されている。ＣＰＵ４２は、合意形成支
援プログラム５０を記憶部４６から読み出してメモリ４４に展開し、合意形成支援プログ
ラム５０が有するプロセスを順次実行する。
【００４８】
　合意形成支援プログラム５０は、プロセス取得プロセス５１と、タスク抽出プロセス５
２と、アンケート実施プロセス５３と、評価値算出プロセス５４と、影響度算出プロセス
５５と、修正代替案提示プロセス５６とを有する。ＣＰＵ４２は、プロセス取得プロセス
５１を実行することで、図１に示すプロセス取得部１１として動作する。また、ＣＰＵ４
２は、タスク抽出プロセス５２を実行することで、図１に示すタスク抽出部１２として動
作する。また、ＣＰＵ４２は、アンケート実施プロセス５３を実行することで、図１に示
すアンケート実施部１３として動作する。また、ＣＰＵ４２は、評価値算出プロセス５４
を実行することで、図１に示す評価値算出部１４として動作する。また、ＣＰＵ４２は、
影響度算出プロセス５５を実行することで、図１に示す影響度算出部１５として動作する
。また、ＣＰＵ４２は、修正代替案提示プロセス５６を実行することで、図１に示す修正
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代替案提示部１６として動作する。これにより、合意形成支援プログラム５０を実行した
コンピュータ４０が、合意形成支援装置１０として機能することになる。
【００４９】
　なお、合意形成支援装置１０は、例えば半導体集積回路、より詳しくはＡＳＩＣ（Appl
ication Specific Integrated Circuit）等で実現することも可能である。
【００５０】
　次に、本実施形態に係る合意形成支援装置１０の作用について説明する。合意形成支援
装置１０では、図２０に示す合意形成支援処理が実行される。
【００５１】
　図２０に示す合意形成支援処理のステップＳ１１で、プロセス取得部１１が、プロセス
インスタンスＤＢ２１から複数のプロセスインスタンスを取得する。そして、プロセス取
得部１１は、取得した複数のプロセスインスタンスを、タスクのツリー構造が同型である
プロセスインスタンス毎にグループ分けし、各グループから１つずつプロセスを取得する
。
【００５２】
　次に、ステップＳ１２で、タスク抽出部１２が、プロセス取得部１１により取得された
複数のプロセスの各々をタスク毎に分解し、重複するタスクを削除して、複数のプロセス
に含まれるタスクを抽出する。そして、タスク抽出部１２は、各プロセスに含まれるタス
クを整理し、さらに、各プロセス間で相違するタスクを整理する。
【００５３】
　次に、ステップＳ１３で、アンケート実施部１３が、プロセス取得部１１で取得された
プロセスを、合意形成の対象である代替案の候補とし、複数の候補の各々に対する評価を
取得するためのアンケートを実施する。また、アンケート実施部１３は、複数の候補の各
々に対する評価を取得するためのアンケートと同時に、複数の候補の各々に対する評価に
影響を与えたタスクに関する情報を取得するためのアンケートを実施する。具体的には、
アンケート実施部１３は、例えば図７に示すようなアンケート画面６２を、表示装置９１
に表示するように制御する。
【００５４】
　次に、ステップＳ１４で、評価値算出部１４が、重要度の情報２３、及びアンケート結
果２４として複数の候補の各々に対する各メンバーの評価を取得する。そして、評価値算
出部１４は、グループαの各評価項目についての各プロセスに対する評価値を算出し、重
要度の情報２３から得られるグループαの各評価項目に対する重要度６９との行列積から
、グループαの各プロセスに対する評価値を算出する。
【００５５】
　次に、ステップＳ１５で、影響度算出部１５が、アンケート結果２４として、各メンバ
ーの複数の候補の各々に対する評価に影響を与えたタスクに関する情報を取得する。そし
て、影響度算出部１５は、グループαの各評価項目についてのタスク毎の影響度を算出す
る。影響度算出部１５は、算出した各値に、重要度の情報２３から得られるグループαの
各評価項目に対する重要度６９の対応する評価項目の重要度を乗算して、グループαの各
プロセスに対する評価影響度７６を算出する。
【００５６】
　次に、ステップＳ１６で、修正代替案提示部１６が、アンケートによる評価を行ってい
ないプロセスを修正代替案として仮定する。そして、修正代替案提示部１６は、仮定した
修正代替案と修正対象案との評価値の変化の方向及び大きさが、代替案修正ベクトルと一
致する場合に、仮定した修正代替案を、メンバーに提示する修正代替案として選択する。
そして、修正代替案提示部１６は、選択した修正代替案を、合意形成を行うメンバーが利
用可能な表示装置に表示して、合意形成支援処理は終了する。
【００５７】
　以上説明したように、本実施形態に係る合意形成支援装置によれば、プロセスに含まれ
るタスク毎に、プロセスの評価に与える影響度を算出する。そして、代替案の候補となる
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プロセスに修正を加えて修正代替案を作成する際に、タスク毎の影響度に基づいて、修正
対象案となるプロセスに追加または削除するタスクを選択する。これにより、評価値が所
望の変化を生じるような具体的な修正代替案を作成することができ、試行錯誤で代替案の
修正を繰り返す回数が減り、合意形成の効率化を図ることができる。
【００５８】
　また、プロセスに対する評価に影響を与えたタスクに関する情報をアンケートにより取
得し、この情報を用いてタスク毎の影響度を算出するため、評価されたプロセス数＜＜タ
スク数の場合でも、タスク毎の影響度を適切に算出することができる。
【００５９】
　例えば、図２１の＜比較例＞に示すように、代替案（プロセス）に対する評価のみから
タスク毎の影響度を算出する場合には、評価された代替案の個数以上には、タスク間の影
響度（方向性の違い）を区別できない。従って、複数のタスクの組合せ毎の影響度しか算
出できず、タスク毎の影響度は不定値になる。そのため、比較例では、例えば、タスク「
公知例調査」及び「雛形選択」を同時に追加するような修正を行う場合にしか、タスクの
追加による評価値への影響を推定することができない。すなわち、タスク「公知例調査」
だけを追加するような修正代替案は、タスクの追加により評価値がどのように変化するか
を推定することができないため、合意形成の効率化を図るための修正代替案として提示す
ることができない。
【００６０】
　一方、図２１の＜本実施形態＞に示すように、プロセスに対する評価に影響を与えたタ
スクに関する情報を用いる場合には、評価された代替案の個数に関わらず、タスク毎の影
響度を細かく算出することができる。そのため、本実施形態では、例えば、タスク「公知
例調査」だけを追加するような修正代替案の場合でも、タスクの追加による評価値への影
響を推定することができる。すなわち、単タスクだけを追加または削除するような、細か
な修正代替案を作成することができる。
【００６１】
　また、プロセスの評価に影響を与えたタスクに関する情報を取得するためのアンケート
を、プロセスの評価のアンケートと同時に行うことで、アンケートの負荷増大を抑制する
ことができる。
【００６２】
　なお、上記実施形態では、修正代替案を作成する際に、アンケートを行っていないプロ
セスを修正代替案として仮定する場合について説明したが、これに限定されない。例えば
、修正対象案に対してタスクを追加または削除することで作成可能な全ての修正代替案の
候補のうち、修正対象案との評価値の変化の方向性が代替案修正ベクトルと近いものを、
修正代替案として作成してもよい。
【００６３】
　例えば、上記実施形態の例では、修正対象案としてプロセス１を選択した場合、プロセ
ス１に追加または削除できるタスクの組合せは、２＾４－１＝１５通りである。すなわち
、修正代替案の候補が１５個存在する。そして、上記実施形態と同様に、これら全ての候
補毎に、プロセス１とのタスクの相違、及びタスク毎の評価影響度に基づいて、評価値の
変化の方向及び大きさを表すベクトルを算出する。そして、代替案修正ベクトルと算出し
た各ベクトルとのコサイン類似度などを用いて、代替案修正ベクトルが示すように、迅速
性が減少し、確実性が向上する候補を、修正代替案として選択する。例えば、プロセス１
に対して、タスク「骨子作成」及び「雛形選択」を追加した候補のベクトルが、代替案修
正ベクトルとの一致度が最も高い場合、図２２に示すように、この候補を修正代替案とす
る。
【００６４】
　なお、提示する修正代替案は１個に限定されず、代替案修正ベクトルとの一致度に基づ
いて各候補をランキングし、ランキング上位所定個の候補を、修正代替案として提示して
もよい。また、全てまたは一部の候補を、修正対象案からの評価値の変化の方向性と共に
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提示するようにしてもよい。
【００６５】
　また、上記実施形態では、例えば（１）式により影響度を算出する場合について説明し
たが、これに限定されない。プロセスの評価に影響を与えたタスクに関する情報を取得し
た際のアンケート結果の精度に応じて、算出方法を変更してもよい。アンケート結果の精
度とは、回答に存在する矛盾の度合いである。影響度の他の算出方法としては、例えば、
評価されたプロセス数＞タスク数の場合には、代数方程式や重回帰分析を用いることがで
きる。また、本実施形態の算出方法、及び代数方程式や重回帰分析を用いた算出方法を適
宜組み合わせてタスク毎の影響度を算出してもよい。
【００６６】
　また、本実施形態では、共通の業務プロセスの策定を前提として、少なくとも１つのタ
スクを含むプロセスを処理対象とする場合について説明したが、これに限定されない。分
解可能な要素を含む事案に対する合意形成に関するものであれば、開示の技術を適用可能
である。
【００６７】
　また、上記では、合意形成支援プログラム５０が記憶部４６に予め記憶（インストール
）されている態様を説明したが、ＣＤ－ＲＯＭやＤＶＤ－ＲＯＭ等の記憶媒体に記録され
た形態で提供することも可能である。
【００６８】
　以上の実施形態に関し、更に以下の付記を開示する。
【００６９】
　　（付記１）
　コンピュータに、
　少なくとも１つの要素を含み、かつ合意形成の対象である代替案の複数の候補の各々に
対する評価に影響を与えた要素に関する情報を取得し、
　前記複数の候補の各々に対する評価、及び前記影響を与えた要素に関する情報に基づい
て、前記評価に対する要素毎の影響度を算出し、
　前記要素毎の影響度に基づいて選択した要素を、前記複数の候補のいずれかに追加また
は削除することにより、修正された候補を作成する
　ことを含む処理を実行させる合意形成支援方法。
【００７０】
　　（付記２）
　前記コンピュータに、前記複数の候補の各々を分解することにより、前記要素を抽出す
ることをさらに含む処理を実行させる付記１記載の合意形成支援方法。
【００７１】
　　（付記３）
　前記複数の候補の各々に対する評価が、複数の評価項目の各々についての評価である場
合に、前記複数の評価項目の各々についての評価に対する要素毎の影響度を算出する付記
１または付記２記載の合意形成支援方法。
【００７２】
　　（付記４）
　前記複数の候補の各々に対する評価を、前記合意形成を行う複数のメンバーから取得す
る際に、前記影響を与えた要素に関する情報を共に取得する付記１～付記３のいずれか１
項記載の合意形成支援方法。
【００７３】
　　（付記５）
　前記コンピュータに、前記複数の候補の各々に対する評価、及び前記影響を与えた要素
に関する情報を取得するためのアンケートを、同一画面に表示するように表示装置を制御
することをさらに含む処理を実行させる付記１～付記４のいずれか１項記載の合意形成支
援方法。
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【００７４】
　　（付記６）
　前記複数の候補のいずれかに対する評価が所定の評価となるように変化させるための修
正ベクトルを求め、前記複数の候補のいずれかと前記修正された候補とで表されるベクト
ルと、前記修正ベクトルとの類似度が所定値以上となるように、前記複数の候補のいずれ
かに追加または削除する要素を選択する付記１～付記５のいずれか１項記載の合意形成支
援方法。
【００７５】
　　（付記７）
　少なくとも１つの要素を含み、かつ合意形成の対象である代替案の複数の候補の各々に
対する評価に影響を与えた要素に関する情報を取得する取得部と、
　前記複数の候補の各々に対する評価、及び前記影響を与えた要素に関する情報に基づい
て、前記評価に対する要素毎の影響度を算出する算出部と、
　前記要素毎の影響度に基づいて選択した要素を、前記複数の候補のいずれかに追加また
は削除することにより、修正された候補を作成する作成部と、
　を含む合意形成支援装置。
【００７６】
　　（付記８）
　前記複数の候補の各々を分解することにより、前記要素を抽出する抽出部を含む付記７
記載の合意形成支援装置。
【００７７】
　　（付記９）
　前記算出部は、前記複数の候補の各々に対する評価が、複数の評価項目の各々について
の評価である場合に、前記複数の評価項目の各々についての評価に対する要素毎の影響度
を算出する付記７または付記８記載の合意形成支援装置。
【００７８】
　　（付記１０）
　前記取得部は、前記複数の候補の各々に対する評価を、前記合意形成を行う複数のメン
バーから取得する際に、前記影響を与えた要素に関する情報を共に取得する付記７～付記
９のいずれか１項記載の合意形成支援装置。
【００７９】
　　（付記１１）
　前記複数の候補の各々に対する評価、及び前記影響を与えた要素に関する情報を取得す
るためのアンケートを、同一画面に表示するように表示装置を制御する表示制御部を含む
付記７～付記１０のいずれか１項記載の合意形成支援装置。
【００８０】
　　（付記１２）
　前記作成部は、前記複数の候補のいずれかに対する評価が所定の評価となるように変化
させるための修正ベクトルを求め、前記複数の候補のいずれかと前記修正された候補とで
表されるベクトルと、前記修正ベクトルとの類似度が所定値以上となるように、前記複数
の候補のいずれかに追加または削除する要素を選択する付記７～付記１１のいずれか１項
記載の合意形成支援装置。
【００８１】
　　（付記１３）
　コンピュータに、
　少なくとも１つの要素を含み、かつ合意形成の対象である代替案の複数の候補の各々に
対する評価に影響を与えた要素に関する情報を取得し、
　前記複数の候補の各々に対する評価、及び前記影響を与えた要素に関する情報に基づい
て、前記評価に対する要素毎の影響度を算出し、
　前記要素毎の影響度に基づいて選択した要素を、前記複数の候補のいずれかに追加また
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　ことを含む処理を実行させるための合意形成支援プログラム。
【００８２】
　　（付記１４）
　前記コンピュータに、前記複数の候補の各々を分解することにより、前記要素を抽出す
ることをさらに含む処理を実行させるための付記１３記載の合意形成支援プログラム。
【００８３】
　　（付記１５）
　前記複数の候補の各々に対する評価が、複数の評価項目の各々についての評価である場
合に、前記複数の評価項目の各々についての評価に対する要素毎の影響度を算出する付記
１３または付記１４記載の合意形成支援プログラム。
【００８４】
　　（付記１６）
　前記複数の候補の各々に対する評価を、前記合意形成を行う複数のメンバーから取得す
る際に、前記影響を与えた要素に関する情報を共に取得する付記１２～付記１５のいずれ
か１項記載の合意形成支援プログラム。
【００８５】
　　（付記１７）
　前記コンピュータに、前記複数の候補の各々に対する評価、及び前記影響を与えた要素
に関する情報を取得するためのアンケートを、同一画面に表示するように表示装置を制御
することをさらに含む処理を実行させるための付記１３～付記１６のいずれか１項記載の
合意形成支援プログラム。
【００８６】
　　（付記１８）
　前記複数の候補のいずれかに対する評価が所定の評価となるように変化させるための修
正ベクトルを求め、前記複数の候補のいずれかと前記修正された候補とで表されるベクト
ルと、前記修正ベクトルとの類似度が所定値以上となるように、前記複数の候補のいずれ
かに追加または削除する要素を選択する付記１３～付記１７のいずれか１項記載の合意形
成支援プログラム。
【符号の説明】
【００８７】
１０   合意形成支援装置
１１   プロセス取得部
１２   タスク抽出部
１３   アンケート実施部
１４   評価値算出部
１５   影響度算出部
１６   修正代替案提示部
４０   コンピュータ
４２   ＣＰＵ
４４   メモリ
４６   記憶部
５０   合意形成支援プログラム
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